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1 信用調査を拒否するごく一部の企業は存在するが、それは例外的であり、事実上日本に現
存する全企業がデータベースの対象である。 
2 この点については、本報告書 8頁以下の議論を参照せよ。 
3 ここに「設立」とは、東京商工リサーチでは正式登記を意味している。 









産業分類 業種 社数 
二ケタ分類20  化学工業 482
三ケタ分類294 金属加工機械製造業 606
三ケタ分類296 特殊産業用機械製造業 329
二ケタ分類30  電気機械器具製造業 2,332
三ケタ分類311 自動車・同附属品製造業 492


















































































都道府県 社数/率 都道府県 社数/率 都道府県 社数/率 都道府県 社数/率 都道府県 社数/率 
北海道 15 1.1% 埼玉県 77 5.6% 岐阜県 27 2.0% 鳥取県 6 0.4% 佐賀県 4 0.3% 
青森県 8 0.6% 千葉県 40 2.9% 静岡県 75 5.5% 島根県 3 0.2% 長崎県 5 0.4% 
岩手県 11 0.8% 東京都 248 18.1% 愛知県 101 7.4% 岡山県 6 0.4% 熊本県 13 1.0% 
宮城県 12 0.9% 神奈川県 125 9.1% 三重県 23 1.7% 広島県 22 1.6% 大分県 12 0.9% 
秋田県 10 0.7% 山梨県 19 1.4% 滋賀県 7 0.5% 山口県 12 0.9% 宮城県 7 0.5% 
山形県 12 0.9% 長野県 51 3.7% 京都府 48 3.5% 徳島県 3 0.2% 鹿児島県 9 0.7% 
福島県 21 1.5% 新潟県 30 2.2% 大阪府 92 6.7% 香川県 9 0.7% 沖縄県 2 0.1% 
茨城県 13 1.0% 富山県 9 0.7% 兵庫県 34 2.5% 愛媛県 14 1.0% 合計 1,367 100.0% 
栃木県 23 1.7% 石川県 14 1.0% 奈良県 10 0.7% 高知県 5 0.4%    




                                                   
5 なお三大都市圏への集中の状況は、回答企業の本社所在地を白地図にマッピングすると、
よく見てとれる。それについては後掲の図３（27頁）を参照。 
















#  社数 構成比率 
01 食料品製造業 6 0.5%
02 化学工業 53 4.7%
03 医薬品製造業 15 1.3%
04 機械器具製造業 119 10.6%
05 電気機械製造業 348 30.9%
06 輸送用機械製造業 46 4.1%
07 精密機械製造業 143 12.7%
08 01～07以外の製造業 173 15.4%
09 ソフトウェア業 34 3.0%
10 情報処理・提供サービス業 40 3.6%
11 09、10以外のサービス業 34 3.0%
12 建設業 6 0.5%
13 卸売・小売業 46 4.1%
14 金融・保険業 0 0.0%







 表４は、バイオ関連企業 49社、インターネット関連企業 111社のなかで、既出の業種 15
分類との関係を特定化できる企業のみについて、業種分類したものである。それによると、






バイオ関連 インターネット関連  
# 社数 比率 社数 比率 
01 食料品製造業 1 2.1%   
02 化学工業 5 10.6%   
03 医薬品製造業 5 10.6%   
04 機械器具製造業 6 12.8%   
05 電気機械製造業 3 6.4% 21 20.6% 
06 輸送用機械製造業    
07 精密機械製造業 4 8.5% 2 2.0% 
08 01～07以外の製造業 14 29.8% 12 11.8% 
09 ソフトウェア業  18 17.6% 
10 情報処理・提供サービス業 1 2.1% 30 29.4% 
11 09、10以外のサービス業  10 9.8% 
12 建設業  1 1.0% 
13 卸売・小売業 3 6.4% 3 2.9% 
14 金融・保険業    
15 01～14以外のその他 5 10.6% 5 4.9% 



























設立年 社数 構成比率 
-1979 129 9.7% 
1980-1988 129 9.7% 
1989 181 13.5% 
1990 167 12.5% 
1991 136 10.2% 
1992 118 8.8% 
1993 102 7.6% 
1994 113 8.5% 
1995 104 7.8% 
1996 66 4.9% 
1997 73 5.5% 
1998 17 1.3% 
1999 1 0.1% 















































                                                   
7 科学技術政策研究所では 1999年に『日本のベンチャー企業と起業者に関する調査研究』


























































































 直近の決算（注：98年度決算終了企業は 98年度の数値、未終了企業は 97年度決算の数
値）にもとづき、回答企業の(1)総資産、(2)固定負債、(3)自己資本の状況を一瞥しておこう。
いずれも回答のバラツキが大きいので、参考程度の記述である。 
 第１に、総資産の回答は 675社から得られている。その全体平均は 7億 4千万円で、中
央値は 1億 1千万円である。 
 第２に、固定負債（返済期限が 1 年よりも先の負債）の平均を計算すると（n=654）、1
億 8千万円で、中央値は 3千 3百万円である。固定負債の回答の最頻値は 0、すなわち固定
負債ゼロであり、76社がそう答えている。 
 表６は、現在の固定負債総額に占める銀行融資、ベンチャーキャピタル融資、公的融資







                                                   
8 榊原清則・近藤一徳・前田昇・田中茂・古賀款久・綾野博之「日本のベンチャー企業と起
業者に関する調査研究」、NISTEP REPORT No. 61、科学技術政策研究所、1999年３月、
30-31頁。 







 全体平均（標準偏差） 製造業 サービス業 
銀行融資 57.5% (41.3%) 59.7% 50.9% 
ベンチャーキャピタル融資 1.1% ( 7.7%) 1.1% 1.4% 
公的融資 25.3% (35.8%) 23.9% 29.4% 
その他 16.1% (32.5%) 15.2% 18.3% 
合計 100.0% 100.0% 100.0% 
注） 計算の基礎となったのは、全体 875社、製造業 682社、 
サービス業 113社である。 
 
 第３に、自己資本の平均（n=655）は 1億 5千万円で、中央値は 1千 5百万円である。


























る企業は回答 1,228社中 942社であり、構成比率でいうと 76.7％を占めている。これらの











 回答全体 バイオ関連 インターネット関連 
 （ｎ=1,384） （ｎ=49） （ｎ=111） 
売上げと利益（百万円）    
 売上高 969.6（4,624.6） 296.4（774.5） 1,083.9（2,636.8） 
 営業利益 30.8（353.7） 8.8（30.8） －53.7（946.4） 
 経常利益 16.0（330.3） 3.3（29.3） －73.2（968.7） 
収益性    
 売上高営業利益率 －12.3%（258.4%） 13.2%（20.3%） －142.9%（803.7%） 
 売上高経常利益率 －23.4%（329.8%） 3.4%（8.6%） －193.1%（1,044.2%） 
成長性    
 売上高成長率 24.9%（83.0%） 13.3%（23.2%） 36.5%（64.9%） 
 総従業員成長率 11.2%（38.6%） 3.4%（9.6%） 15.4%（37.0%） 
設備投資、研究開発投資    
 売上高設備投資比率 13.0%（56.9%） 21.1%（72.1%） 23.7%（73.7%） 
 売上高研究開発費比率 20.5%（114.8%） 35.7%（127.3%） 6.4%（11.1%） 
 研究開発費／設備投資 5.7（38.5） 7.9（26.5） 1.6（2.3） 
注１） 数値は平均値。括弧内は標準偏差。 
注２） 回答企業数は指標ごとに異なり、回答全体は 269から 952の範囲に、バイオ 
関連は 14から 37の範囲に、インターネット関連は 22から 67の範囲にある。 
 
 設備投資と研究開発投資：設備投資と研究開発投資の対売上高比率をみると、売上高設
                                                   
9 監査役を含む役員、従業員、パート・アルバイト等の非常勤従業員の合計。 
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10 回答数が少なく、算術平均の代表性も低いので、以下はあくまでも参考程度の議論であ
る。 











表８ 回答企業の成長段階  
# 成長段階 社数 比率 
1 設立以前 6 0.5% 
2 スタートアップ（事業の立ち上げ） 218 17.9% 
3 アーリーステージ（成長初期） 693 56.8% 
4 ミドルステージ（本格的成長） 213 17.5% 
5 レイターステージ（経営基盤強化） 86 7.0% 
6 公開後（公開後の新成長） 4 0.3% 





























#  平均 標準偏差 ｎ 
1 売上高の増加 1.81 1.03 1,271 
2 利益の増加 1.46 .78 1,280 
3 市場シェアの増大 2.38 1.21 1,227 
4 会社規模の拡大 3.02 1.18 1,224 
5 株価総額の市場価値の上昇 3.60 1.23 1,034 
6 顧客の認知度 1.94 1.08 1,218 
7 新製品・新サービスの開発 1.76 1.03 1,225 
8 研究成果・新技術開発 1.88 1.05 1,216 
















1 2 3 4 5
































































売上げと利益   
 売上高 -.123 .000 841 
 営業利益 -.085 .024 709 
 経常利益 -.084 .024 715 
収益性    
 売上高営業利益 -.076 .047 687 
 売上高経常利益 -.088 .021 693 
成長性    
 売上高成長率 -.068 .112 542 








































                                                   
12 「子会社」とは議決権の過半数を保有されているケースをいい、「関連会社」とは 20％
以上を保有されているケースをいう。 
 - 25 -  
 
□独立ベンチャー企業 779社 （ 81.2％） 
□既存企業の子会社・関係会社 180社 （ 18.8％） 































Nesheim, High Tech Startup: The Complete How-To Handbook for Creating Successful 
New High Tech Companies, Saratoga, CA, 1997, p.3. 
 他方で、同じアメリカの事情について「ベンチャー企業が最初の VC投資を受けてから株
式を公開するまでに要する平均年数は、1995年に公開した企業で４年だったのが、99年に
は２年１ヶ月に縮まった」という記述もある（『日本経済新聞』2000年 5月 22日）。 






















□IPO志向企業 327社 （ 25.1％） 
□非IPO志向企業 976社 （ 74.9％） 














起業者に関する調査研究」、NISTEP REPORT No. 61、科学技術政策研究所、1999年３月、
12頁。 

























～1979 118 17 14.4%
1980～88 119 21 17.6%
1989～93 668 157 23.5%
1990～94 604 153 25.3%
1991～95 544 151 27.8%
1992～96 478 152 31.8%
1993～97 438 147 33.6%
1994～98 356 125 35.1%







































                                                   
18 社齢の平均は、バイオ関連企業 8.0年、インターネット関連企業 6.6年であるが、回答
全体の平均は 9.4年である。 
19 榊原清則・近藤一徳・前田昇・田中茂・古賀款久・綾野博之「日本のベンチャー企業と







































                                                   
21 項目間の相互関係をみるために因子分析を行い、概念的考慮も加味して、４つのカテゴ
リと関連項目を決めた。 













 平均 順位 標準偏差 ｎ 
Ⅰ 成長目的    
 成長を目指して 1.30 (1) 0.66 256 
 信頼性の向上 1.67 (3) 0.91 247 
 知名度アップ  2.00 (5) 1.11 245 
 CI活動の一環として 2.72 (8) 1.16 242 
Ⅱ 人材関連目的    
 良質の人材を獲得するため 1.51 (2) 0.79 251 
 従業員の努力に報いるため 1.68 (4) 0.95 252 
 内部管理スキル向上 2.32 (7) 1.09 245 
Ⅲ 資金目的    
 資金調達（公開前に用途の計画あり） 2.21 (6) 1.32 240 
 資金調達（公開前に用途の計画なし） 2.95 (9) 1.46 230 
Ⅳ その他    
 自己資産形成 3.37 (10) 1.50 244 
 証券会社等に薦められたから 4.34 (11) 1.04 241 
































































                                                   
22 １社だけ資本金の７0,000％、すなわち 700倍という回答があり、飛び抜けて大きい値だ
ったので、それを異常値として排除した。 










借入先 全体平均（標準偏差） バイオ関連 インターネット関連 
銀行から 50.0% （44.9） 51.7% 48.2%
ベンチャーキャピタルから 0.7% （ 7.2） 0.0% 1.3%
公的機関から 15.8% （31.5） 5.5%. 24.8%
その他 33.5% （43.8） 42.8% 25.6%



















                                                   
23 榊原清則・近藤一徳・前田昇・田中茂・古賀款久・綾野博之「日本のベンチャー企業と
起業者に関する調査研究」、NISTEP REPORT No. 61、科学技術政策研究所、1999年３ 
月、30頁。 
24 本報告書 11頁の表６を参照せよ。 




































個人資産を担保にした借入を―― 平均 標準偏差 
行った（472社） 2.79 1.35 












































みた（表１５）。設立年については、1970 年代と 80年代の 88年まではそれぞれ一括し、そ
の後は 5年間ごとの移動平均をとっている。この表から、1970 年代や 80年代に設立された
















社数 平均 標準偏差 
～1979 62 73.8% 37.6
1980～88 74 80.5% 28.9
1989～93 517 60.3% 38.7
1990～94 483 56.8% 39.3
1991～95 462 53.7% 39.6
1992～96 417 53.2% 39.4
1993～97 377 53.1% 39.5
1994～98 315 51.3% 40.2
1995～99 219 52.1% 40.4
全体 995＊ 60.2% 39.3
＊ 設立年不詳の 29社を含む会社数 
 
 次にこの自己株保有比率（設立時）を、創業者か否かの別に層別してみてみると、創業















                                                   
25 自己株保有比率を現時点（=調査時点）で調べると、平均値の差はさらに大きくなる。す
なわち、IPO 志向の創業経営者 63.9％（標準偏差 34.3％、n=218）、IPO 志向でない創業経





ト』、2000年 5月 30日号、23頁など。 













                                                   
27 John L. Nesheim, High Tech Startup, Saratoga, CA, 1997, p. 1. 

















回答全体 IPO志向企業  
決算の頻度 社数 構成比率 社数 構成比率  
月次 497 38.3% 147 45.7% 
四半期 64 4.9% 26 8.1% 
半年 166 12.8% 48 14.9% 
年次 469 36.1% 87 27.0% 
決算なし 102 7.9% 14 4.3% 
合計 1,298 100.0% 322 100.0% 
 















































                                                   
28 未公開株式をめぐる議論については、出縄良人『未公開株式市場が日本を救う！』、メデ
ィアパル、1998年を参照。 
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表１７ 未公開株取引、ストックオプション、ワラント債の導入状況 













導入済み 0.4% 0.6% 1.1% 3.2% 2.7% 9.1% 
導入予定 1.6% 5.1% 3.0% 9.6% 1.0% 3.6% 
興味ある 26.1% 56.5% 27.4% 59.4% 16.4% 36.7% 
興味ない 49.6% 22.4% 35.6% 9.9% 47.9% 28.4% 
知らない 22.2% 15.3% 32.8% 17.9% 32.0% 22.2% 
合計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 
 













































営業・マーケティング 71.4% 78.6% 65.2% 66.4% 
製品開発・技術開発 60.3% 67.7% 53.8% 62.7% 
業務管理（人事・総務・会計等） 57.0% 63.8% 45.9% 47.1% 
財務管理 55.8% 62.0% 46.8% 46.7% 











































1 銀行 3.0% 3.3% 
2 証券 0.2% 0.4% 
3 他の金融機関 1.7% 3.0% 
4 公認会計士・税理士 3.8% 5.2% 
5 一般企業の経理・財務担当 28.0% 30.6% 
6 その他 63.3% 57.6% 





















































































経営機能 内部で調達 外部から調達 
技術関連機能 2.49(1.31) 2.50(1.21) 
資金調達関連機能 2.87(1.39) 2.51(1.27) 
人材調達関連機能 3.13(1.31) 2.92(1.23) 
市場調査関連機能 3.22(1.23) 2.99(1.13) 
特許関連機能 3.63(1.38) 2.64(1.37) 
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 平均 標準偏差 ｎ 
集約次元：内部で調達 3.19 0.88 1,038 










































                                                   



























 影響を受けた先達の起業事例 人数 比率 
なかった 660 60.7% 
あった 427 39.3% 
合計 1,087 100.0% 
 
表２３－Ⅱ 影響を受けた先達の起業家との付き合い 
# 影響を受けた先達の起業家との付き合い 人数 比率(1) 比率(2) 
1 設立後も付き合いを続けている 262 24.1% 61.4%
2 設立前はあったが、現在はない 93 8.6% 21.8%
3 個人的な付き合いはまったくない 70 6.4% 16.4%
4 無回答 2 0.2% 0.5%































# 内容 度数 比率 
1 特に文書には書き留めていない 605 58.0%
2 考えの整理のため文書に書き留めた 265 25.4%






















# ビジネスプランの文書化 平均 標準偏差 ｎ 
1 特に文書には書き留めていない 5.89年 7.54年 590
2 考えの整理のために文書に書き留めた 5.48年 6.35年 263
3 文書として作成し他人の評価を受けた 4.72年 6.82年 171













 このように、ビジネスプランの文書化の程度はあきらかに IPO 志向と関連しているので
ある。IPO をめざす企業の場合、実際の IPO は将来のことであるが、公開・上場の前にすで
にビジネスプランを文書として作成し他人の評価を受けた企業が顕著に多い。IPO 志向企業
は、IPO の以前から、その起業過程自体が社会的にオープンである傾向が強いといえるよう
                                                   
31 「ビジネスプランの文書化」を数値化した連続変量と「起業の懐妊期間」との相関を計
算すると r=0.06（p=0.06）で、弱いながら相関が見いだされる。 
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に思われる。 
 










1 特に文書には書き留めていない 628 114 18.2% 
2 考えの整理のために文書に書き留めた 275 93 33.8% 


















































Ⅰ 挑戦   
(1) 自分の力を試す挑戦の対象として 1.99（1.26） 2.17（1.35） -1.82* 
(5) 誰も為し得なかったことを実現するため 2.42（1.42） 3.28（1.47） -7.76*** 
Ⅱ 機会の発見   
(2) ビジネスチャンスの発見 2.15（1.37） 2.90（1.53） -7.00*** 
Ⅲ 自己実現   
(3) 自分の興味のある分野に専念するため 2.19（1.36） 2.38（1.45） -1.84* 
(4) 自分で温めていたアイディア実現のため 2.33（1.42） 3.10（1.51） -6.81*** 
(6) 事業プロセス全てを自らの目の届く範囲で行うため 2.61（1.48） 2.81（1.49） -1.75* 
(9) 組織の制約から逃れるため 3.09（1.50） 3.04（1.53）  0.40 
Ⅳ 金銭動機   
(7) より多くの収入を得るため 2.95（1.46） 2.99（1.44） -0.41 
(8) 生活に必要な収入を得るため 3.06（1.48） 2.84（1.47）  1.93*** 
Ⅴ 他律的動機   
(10) 知人・取引先等まわりから勧められて 3.55（1.56） 3.37（1.59）  1.53 
(13) 解雇・リストラ 4.49（1.21） 4.47（1.19）  0.25 
Ⅵ 地位・名声   
(11) 成功時の名声 3.68（1.25） 4.03（1.11） -3.87*** 
(12) 先達の起業家に対する憧れ 3.77（1.41） 4.01（1.36） -2.19** 
Ⅶ 海外経験   
(14) 海外勤務経験 4.66（1.00） 4.76（0.78） -1.32 
(15) 海外留学（MBA以外） 4.85（0.54） 4.87（0.49） -0.68 





注３） *** 1％水準で有意；＊＊ 5％水準で有意；* 10％水準で有意 
                                                   
34 この点については本報告書 69頁以下を参照せよ。 




















































(1) 資金調達 1.84（1.32） 2.08（1.42） -2.39** 
(2) 取引先の開拓 2.22（1.42） 2.28（1.43） -0.53 
(3) 人材確保 2.49（1.40） 2.71（1.55） -2.03** 
(4) 経営ノウハウの蓄積 2.97（1.48） 3.00（1.46） -0.23 
(5) 技術・アイディアの実現 3.07（1.49） 3.32（1.44） -2.27** 
(6) 市場調査 3.24（1.40） 3.39（1.35） -1.44 
(7) 企業設立時の最低資本金額の基準 3.43（1.48） 3.38（1.50）  0.42 
(8) 競合他社の存在 3.46（1.42） 3.14（1.49）  2.89*** 
(9) 技術・アイディアの所有権・特許 3.65（1.31） 4.02（1.25） -3.85*** 
(10) 親・家族の理解 3.84（1.46） 3.84（1.47）  0.02 
注１） 数値は、起業の障害としての該当度で、５点尺度の平均値。値が小 
さいほど該当する程度が高いことを意味する。括弧内は標準偏差。 





















































                                                   
35 この４カテゴリは、７項目の相互間の相関分析と因子分析により変数の縮約をはかった
結果、導き出されたものである。 
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表２９ 起業のコア技術：優位性、困難度、新市場形成 
平均 標準偏差 ｎ 



































            （集約次元の平均値・標準偏差） 
集約次元 IPO志向企業 非 IPO志向企業 ｔ 値 
コア技術の優位性 2.19（0.98） 2.53（1.07） -4.38＊＊＊ 
補完的経営資源の優位性 2.46（1.00） 2.76（1.12） -3.79＊＊＊ 
「コア技術→成果」の困難度 2.67（1.00） 3.13（1.02） -5.81＊＊＊ 
コア技術による新市場形成 2.64（1.26） 3.27（1.35） -6.28＊＊＊ 
注１） ＊＊＊１％水準で有意。 
注２） 回答企業数は集約次元ごとに異なり、IPO志向企業は 234から 
238の範囲に、非 IPO志向企業は 603から 615の範囲にある。 
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 なお、独立ベンチャー企業か否かをここで考慮すると、経営者の平均年齢は、独立ベン




















＃ 学歴レベル 人数 構成比率 
01 小学校卒業 9 0.7% 
02 中学校卒業 68 5.0% 
03 高校中退 14 1.0% 
04 高校卒業 430 31.6% 
05 短大（高専を含む）中退 14 1.0% 
06 短大（高専を含む）卒業 103 7.6% 
07 大学中退 68 5.0% 
08 大学卒業 603 44.3% 
09 大学院（修士課程）中退 6 0.4% 
10 大学院（修士課程）修了 33 2.4% 
11 大学院（博士課程）中退 2 0.1% 
12 大学院（博士課程）修了 12 0.9% 
合計 1,362 100.0% 

























# 専攻分野 人数 構成比率 
01 語学 33 3.6% 
02 人文・歴史学 21 2.3% 
03 法律・政治学 60 6.6% 
04 経済・経営・商学 196 21.5% 
05 社会学 25 2.7% 
06 教育学（文系） 11 1.2% 
07 芸術系 8 0.9% 
08 その他文系 14 1.5% 
09 理学 96 10.5% 
10 工学 367 40.2% 
11 農学 16 1.8% 
12 薬学 14 1.5% 
13 医・歯学 4 0.4% 
14 教育学（理系） 9 1.0% 
15 その他理系 39 4.3% 
合計 913a 100.0% 
a 回答者の延べ人数 
 






























ーのジェリー・ヤン（Jerry Yang）のように、創業者が IPO時点に CEOに就かずにアドバイ
ザー的肩書き37を得る例や、シスコ・システムズのように成長段階ごとに CEO が次々と変
わっていく例が多く、しかもそうした例が近年増える傾向にある38。 
                                                   
37 ジェリー・ヤンの肩書きは「取締役チーフ・ヤフー」である。 






























 創業者のなかで性別を答えているのは創業者 1,100 人中 1,088 人であり、そのうち 15 人
が女性である。構成比率でいうと 1.4％で、この比率は経営者全体に占める女性比率と同じ
である。創業者についても経営者全体と同様に、圧倒的に男性が多いということである。 
 ただし、経営者全体の回答（n=1,365）のなかで女性の経営者は 19 人だったので、その
19 人中じつに 15 人が創業経営者であるということがここで確認できる。絶対数が小さい制
約はあるものの、女性経営トップの圧倒的多くはみずから起業した経営者、すなわち創業
経営者であるという事実は特記に値する。 




とになる（以上については、桐山秀樹『目利き』日経 BP社 1999年、92頁以下）。 
39 木村祐基（野村アセット・マネジメント投信企業調査部長）による。次を参照。『日本経
済新聞』2000年 3月 23日（夕刊・「十字路」欄）。 
40 Edward B. Roberts, Entrepreneurs in High Technology: Lessons from MIT and 
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 創業者の平均年齢は 52.2 歳（標準偏差 8.6 歳）であり（n=1,085）、非創業経営者の平均










歳（標準偏差 9.4 歳、n=1,057）であり、その範囲（レンジ）は 14 歳から 72 歳までである
（図６）。 
 度数分布（図６）をもう少し細かくみると、分布の中心は 50 件を超えている 40 歳代の
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 なお、創業者が若ければ IPO 志向が強いかも知れない。IPO 志向企業とそうでない企業と
の間で、起業年齢に違いのあることが予想可能である。だが、起業年齢の平均を比較する
と、IPO 志向企業 44.5 歳（標準偏差 9.3 歳、n=265）、非 IPO 志向企業 43.6 歳（標準偏差


















率を 1981 年代から 90 年代まで５年きざみで示している（1980 年以前は一括）。それによる
と、創業者の年齢層は、かつては 20～30 歳代が中心であったものが、80 年代後半には 40
歳代がそれにとって代わり、さらに 90年代以降は 50 歳代と 60 歳代が増えている。90 年代
後半における起業年齢の最大年齢層は、全体の 39.2％を占める 50 歳代である。その 50 歳
代の伸びとともに、近年 60 歳代の伸びも著しい。日本における起業年齢は明らかに高齢化
しているといえる42。 
                                                   
42 なお、図７の年代区分のうち 1996年以降については、①99年までの４年間であり、５
年間ではない、②本報告書 7頁の表５から分かるように 98年と 99年についてはもともと
データベースに含まれる企業数が顕著に少ない、の２点について注意すべきである。 







年齢の推移を示している。1980 年以前までは、起業年齢の平均は 32.2 歳であったものが、
年代が進むとともに起業年齢の平均は一貫して上昇し、最後の 90年代後半の区分ではほと
んど 50 歳に到達しようとしていることが、この図から読みとれる。５つの年代区分を経る





















































































～1980 1981～1985 1986～1990 1991～1995 1996～

















産業３分類 平均 標準偏差 
 
n 
バイオ関連 46.8歳 9.5歳 46 
インターネット関連 39.8歳 9.2歳 83 
その他 44.2歳 9.2歳 781 














                                                   
44 任意の２グループをとりあげペア・ワイズの検定（t-test）をすると、平均値の差が有意
になるのは、「インターネット関連」とそれ以外とを比較した場合だけである。 













人数 比率 人数 比率 
民間企業従業員 174 16.7% 109 16.3% 
民間企業会社役員 120 11.5% 82 12.3% 
個人事業主 257 24.6% 162 24.3% 
公務員 124 11.9% 81 12.1% 
その他 369 35.3% 234 35.0% 



























創業者 非創業者  
# 
 
学歴（レベル） 人数 構成比率 人数 構成比率 
01 小学校卒業 9 0.8%  
02 中学校卒業 62 5.7% 5 1.9% 
03 高校中退 13 1.2% 1 0.4% 
04 高校卒業 359 33.0% 68 25.8% 
05 短大（高専を含む）中退 14 1.3%  
06 短大（高専を含む）卒業 94 8.6% 8 3.0% 
07 大学中退 60 5.5% 8 3.0% 
08 大学卒業 440 40.4% 158 59.8% 
09 大学院（修士課程）中退 6 0.6%  
10 大学院（修士課程）修了 20 1.8% 13 4.9% 
11 大学院（博士課程）中退 1 0.1% 1 0.4% 
12 大学院（博士課程）修了 10 0.9% 2 0.8% 
合計 1,088 100.0% 264 100.0% 




NISTEP REPORT No. 61、科学技術政策研究所、1999年３月、21-21頁など。 









創業者 非創業者  
学歴（レベル） 人数 構成比率 人数 構成比率 
高校以下 443 40.7% 74 28.0% 
大学 608 55.9% 174 65.9% 
大学院 37 3.4% 16 6.1% 




























産業３分類 平均 標準偏差 
 
ｎ 
バイオ関連 7.0 2.1 47 
インターネット関連 6.7 1.8 86 
その他 6.0 2.2 803 












創業者 非創業者  
# 
 
専攻 人数a 比率 人数a 比率 
01 語学 10 1.9% 5 2.9% 
02 人文・歴史学 14 2.6% 1 0.6% 
03 法律・政治学 38 7.2% 13 7.4% 
04 経済・経営・商学 116 21.9% 50 28.6% 
05 社会学 8 1.5% 3 1.7% 
06 教育学（文系） 5 0.9%  
07 芸術系 5 0.9%  
08 その他文系 5 0.9%  
09 理学 56 10.6% 8 4.6% 
10 工学 245 46.3% 87 49.7% 
11 農学 8 1.5% 4 2.3% 
12 薬学 9 1.7% 2 1.1% 
13 医・歯学 1 0.2%  
14 教育学（理系） 1 0.2%  
15 その他理系 8 1.5% 2 1.1% 
合計 529 100.0% 175 100.0% 
a 回答者の延べ人数 














































創業者（1,056人） 非創業者（241人）  
# 
 
職種 人数 回答比率 人数 回答比率 
01 製造・技術 685 64.9% 135 56.0% 
02 営業・販売 537 50.9% 114 47.3% 
03 研究・開発 408 38.6% 72 29.9% 
04 経営企画 256 24.2% 64 26.6% 
05 総務・人事 256 24.2% 64 26.6% 
06 企画・調査 122 11.6% 37 15.4% 
07 経理・財務 84 8.0% 32 13.3% 
08 宣伝・広報 64 6.1% 15 6.2% 
09 情報システム 63 6.0% 9 3.7% 
10 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 52 4.9% 9 3.7% 








































創業者 非創業者  
# 
 
海外留学経験 人数 比率 人数 比率 
1 ない 938 95.5% 232 96.3% 
2 高校 3 0.3% 0 0.0% 
3 大学 5 0.5% 2 0.8% 
4 大学院修士（MBA以外） 2 0.2% 2 0.8% 
5 大学院修士（MBA） 1 0.1% 1 0.4% 
6 大学院博士 2 0.2% 1 0.4% 
7 語学学校 13 1.3% 1 0.4% 
8 語学学校以外の専門学校 4 0.4% 0 0.0% 
9 その他 14 1.4% 2 0.8% 
合計 982 100.0% 241 100.0% 
                                                   
47 海外留学や海外勤務だけではなく、海外旅行もまた、起業に対する重要なきっかけにな
り得る。しかしここでは、海外旅行は調査の対象にしていない。 















創業者 非創業者 海外勤務 
経験年数 人数 比率 人数 比率 
～5年 71 83.5% 28 63.6% 
6～10年 8 9.4% 12 27.3% 
10年超 6 7.1% 4 9.1% 












































































































01 食料品製造業 10 4（40.0%） 7（70.0%） 2（20.0%） 
02 化学工業 45 28（62.2%） 42（93.3%） 1（ 2.2%） 
03 医薬品製造業 9 4（44.4%） 8（88.9%） 0（ 0.0%） 
04 機械器具製造業 83 61（73.5%） 78（94.0%） 2（ 2.4%） 
05 電気機械製造業 285 233（81.8%） 257（90.2%） 21（ 7.4%） 
06 輸送用機械製造業 52 28（53.8%） 45（86.5%） 4（ 7.7%） 
07 精密機械製造業 135 90（66.7%） 129（95.6%） 2（ 1.5%） 
08 01～07以外の製造業 108 70（64.8%） 92（85.2%） 7（ 6.5%） 
09 ソフトウェア業 23 17（73.9%） 2（ 8.7%） 21（91.3%） 
10 情報処理・提供サービス業 18 5（27.8%） 7（38.9%） 11（61.1%） 
11 09,10以外のサービス業 47 14（29.8%） 20（42.6%） 26（55.3%） 
12 建設業 33 4（12.1%） 21（63.6%） 10（30.3%） 
13 卸売・小売業 93 29（31.2%） 57（61.3%） 32（34.4%） 
14 金融・保険業 7 0（ 0.0%） 3（42.9%） 4（57.1%） 
15 01～14以外のその他 62 18（29.0%） 32（51.6%） 12（19.4%） 
合計 1,010 605（59.9%）   








































民間企業でない 17 1.6% 
民間企業10人未満 158 14.8% 
民間企業10～99人 435 40.9% 
民間企業100～299人 164 15.4% 
民間企業300～999人 108 10.2% 
民間企業1000人以上 182 17.1% 







人以上の 182人であり、比率でいうと 17.1％を占めている。 
 この分布を全体として鳥瞰すると、いわば２つの山があるようにみえる。最初の山は従
業員 100 人内外の小企業であり、起業に直結する確率が高い。次の山は従業員 1,000 人以
上の大企業であり、こちらの山は低いけれど、中規模企業よりは起業につながりやすい。













職種 人数 比率 
01 製造・技術 409 37.7% 
02 営業・販売 281 25.9% 
03 研究・開発 184 17.0% 
04 経営企画 137 12.6% 
05 企画・調査 18 1.7% 
06 情報システム 15 1.4% 
07 宣伝・広報 8 0.7% 
08 総務・人事 7 0.6% 
09 経理・財務 7 0.6% 
10 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 4 0.4% 
11 学生 9 0.8% 
12 主婦 3 0.3% 
13 教職 2 0.2% 
14 無職 1 0.1% 



























階層レベル 人数 比率 
01 社長・会長（個人事業主を含む） 125 12.0% 
02 01以外の会社役員 213 20.5% 
03 部長・課長 383 36.8% 
04 係長・主任 139 13.4% 
05 専門職 67 6.4% 
06 一般職 94 9.0% 
07 その他 20 1.9% 
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293人 大学  321人 
院以上 24人 
100～299人 50人 
300人以上  62人 
職種 
製造技術 
研究開発   25人 





役員       22人 


























 - 87 -  
 







院以上    24人 
100～299人 24人 
300人以上  28人 
職種 
営業販売
研究開発    3人 




会長・社長  3人 
役員       11人














































321人 大学未満 293人 




研究開発   19人






















製造技術   16人 
営業販売   14人 









.41 .33 - 89 -  
会長・社長 5人 
部課長     9人 





役員        3人
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24人（文系 1含） 大学未満  293人 
大学      321人 




製造技術   2人 





































































































                                                   
49 たとえば、日本経済新聞社編『ゼミナール現代企業入門』、日本経済新聞社、1995年、
430～432頁。なお同書のこの部分の記述は次によっている。大江健・本荘修二「起業にみ
る日米お国柄」『日経ビジネス』、1989年 10月 16日号、200頁。 
50 上述の『ゼミナール現代企業入門』、431頁、および松田修一『ベンチャー企業』、日本
経済新聞社、1998年、40～43頁。なお、アメリカにおけるこの点の最も包括的な調査と議
論は次にみられる。Edward B. Roberts, Entrepreneurs in High Technology: Lessons 
from MIT and Beyond, Oxford University Press, 1991, pp. 47-99. 










































































































                                                   
53 本報告書 32頁を参照せよ。 
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表４７ 最頻キャリアパスの起業後の状況 
  ＼学歴 高卒以下 大学文系 大学理系 大学院 



















起業件数 ｎ=36 ｎ=17 ｎ=11 ｎ=12 ｎ=8 
資金状況      
 IPO志向の企業 a 少ない ほぼ平均 少ない 少ない 多い 
 借入依存の企業ｂ 多い 多い 少ない 少ない 少ない 
 資金充足度ｅ 最も不足 平均 最も不足 潤沢 最も潤沢 
達成      
 売上成長率 d       9.6% 18.3% 19.5% 57.3% 22.3% 
 従業員成長率 e 3.4% 23.4% 24.9% 16.9% 8.7% 
 営業利益率ｆ 8.1% 7.0% 0.6% 6.7% －0.6% 
 成功自己評価ｇ 高 最高 最低 平均 低 

































この質問に対し回答のあった 446社中 21.3％を占めている。 
 実施件数の分布をみると 1 件から最大 15件まで分布している。最も多いのは 1 件の 40
社、次に多いのは２件の 26社で、両方合わせると 66社、全体の 69.5％に達する。つまり、
大半のケースは１件か２件の実施である。 






































1 営業利益／売上高 -0.10(0.88) -0.43(4.44) 0.58 0.56 
2 経常利益／売上高 -0.13(1.08) -0.67(5.62) 0.74 0.46 
3 売上高成長率 0.29(0.71) 0.11(0.28) 1.75 0.09 
4 従業員成長率 0.09(0.26) 0.06(0.18) 1.12 0.27 
5 研究開発費／売上高 0.48(1.41) 0.10(0.77) 1.88 0.07 





注３） 回答企業数は指標ごとに異なり、産学共同研究の「なし」は 138か 
ら 307の範囲に、「実施」は 36から 78の範囲にある。 
 







































共同研究実施企業 サンプル全体  
創業者の学歴 人数 比率 人数 比率 
高校以下 14 18.2% 443 40.7% 
大学 53 68.8% 608 55.9% 
大学院 10 13.0% 37 3.4% 







業」（small business）とその事業主（small business owners, or SBOs）とは明らかに違ってい



































                                                   
57 八代尚宏『日本的雇用慣行の経済学』、日本経済新聞社、1997年、187頁を参照。 
58 Michael Gibbons, Camille Limoges, Helga Nowotny, Simon Schwartzman, Peter 























































Ⅰ ネットワーク志向性 2.08 3.54 -14.18 0.00 
1) 産業界の研究者との人的ネットワークをもってい
る 
1.95 3.36 -8.73 0.00
2) 大学・国立研究所の研究者との人的ネットワーク
をもっている 
1.66 3.94 -17.15 0.00
3) 競争基盤のコア技術を確立する上で、同業他社
との協力関係を利用（利用する意志あり） 
2.73 3.10 -2.11 0.04
4) 競争基盤のコア技術を確立する上で、大学・国立
研究所との協力関係を利用（利用する意志あり） 
1.91 3.71 -12.62 0.00
Ⅱ 社会へのインパクト 2.65 3.82 -8.44 0.00 
5) 研究開発活動を通じて、産業界の技術動向に影
響を与えている 
2.53 3.43 -5.62 0.00
6) 研究開発活動を通じて、大学・国立研究所の研究
テーマ等に影響を与えている 
2.75 4.20 -10.40 0.00
注） 回答企業数は次元および項目ごとに異なり、産学共同研究の「なし」で 321 から
326 の範囲に、「実施」で 89 から 93の範囲にある。 
 
 































                                                   
59 本報告書の 70～71頁を参照。 
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表５１ 特許に関する障害 
# 特許に関する障害 国内特許 国際特許 
1 特許申請から取得までの時間の長さ 2.37（1.43） 2.96（1.50）
2 特許取得・運用費用 2.60（1.48） 2.67（1.57）
3 特許申請・運用の知識をもった人材確保 2.90（1.47） 2.97（1.52）
4 裁判の結果が出るまでの時間の長さ 3.03（1.47） 3.17（1.45）
5 特許訴訟の法的知識をもった人材確保 3.05（1.46） 3.05（1.52）





注２） 回答数は項目ごとに異なり、国内特許は 798 から 827 の範 
囲に、国際特許は 706 から 726 の範囲にある。 
 












国内特許 国際特許  
# 
 
特許に関する障害 R&D志向 それ以外 R&D志向 それ以外 
1 特許申請から取得までの時間の長さ 2.10 2.56 2.73 3.03
2 特許取得・運用費用 2.20 2.73 2.15 2.78
3 特許申請・運用の知識をもった人材確保 3.00 3.02 2.85 3.01
4 裁判の結果が出るまでの時間の長さ 2.66 3.13 2.97 3.18
5 特許訴訟の法的知識をもった人材確保 2.99 3.08 2.81 3.10
6 訴訟・裁判費用 2.78 3.22 2.93 3.16
注１） 網掛けを施した部分はすべて、平均値の差が 5％水準で有意である。 
注２） R&D 志向企業の数は 58から 69の範囲に、それ以外の企業の数は 260 から 
292 の範囲にある。 
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 次に、表５１と同じデータを使って、今度はそれを IPO 志向企業とそうでない企業との
間で層別し、平均値の差をみると表５３が得られる。同表のなかでは前表同様に、統計的
に有意（＝5％水準）なペアを、網掛けを施して表示した。 
 それによると、IPO 志向企業はそうでない企業と比べて、まず国内特許関連では 6 項目






















1 特許申請から取得までの時間の長さ 2.06 2.46 2.67 3.05 
2 特許取得・運用費用 2.22 2.64 2.24 2.83 
3 特許申請・運用の知識をもった人材確保 2.77 2.91 2.77 3.07 
4 裁判の結果が出るまでの時間の長さ 2.88 3.08 2.95 3.22 
5 特許訴訟の法的知識をもった人材確保 2.90 3.07 2.77 3.15 
6 訴訟・裁判費用 2.89 3.16 2.82 3.21 
注１） 網掛けを施した部分はすべて、平均値の差が 5％水準で有意である。 











































# 公的施策 直近 一年前 二年前 三年前 四年前 のべ企業数 
1 債務保証制度 44 21 16 4 5 90 
2 研究開発債務保証制度(VEC) 3 2 1 0 0 6 
3 三和ベンチャー育成基金 3 0 2 2 0 7 
4 特別償却制度 52 46 38 30 23 189 
5 メカトロ税制 16 20 13 10 17 76 
6 事業化設備投資促進税制 2 3 1 NA NA 6 
7 増加試験研究費税控除制度 6 6 2 2 1 17 
8 中小企業技術基盤強化税制 1 1 0 0 0 2 
9 創造技術研究開発費補助金制度 17 19 16 7 9 68 
























公的施策カテゴリ 社数 比率 社数 比率 
債務保証制度 28 13.6% 17 3.6% 
設備投資促進税制 30 14.6% 39 8.3% 
研究開発促進税制 4 1.9% 1 0.2% 









                                                   
60 施策の利用企業数がかぎられているので、あくまで参考程度であるが、公的支援施策を
一度でも利用したことがある企業の売上高研究開発費比率の平均は、カテゴリ別に①債務
保証制度 11.3％（n=32）、②設備投資促進税制 19.9％（n=37）、③研究開発促進税制 4.9％
（n=11）、④補助金精度 14.7％（n=19）である。サンプル全体の平均（20.5％）に比べて、
明らかにいずれも高い比率ではない。 












# 公的施策 直近 一年前 二年前 三年前 四年前 のべ企業数 
1 委託開発事業 3 2 2 0 1 8 

































はい 10.4% 10.9% 18.1% 
技術開発案件の性格に応じて検討 48.2% 64.1% 61.1% 
いいえ 41.3% 25.0% 20.8% 











開発費の返済に当たり無担保とする 35.2% 32.6% 42.0% 
実施料率の軽減 8.9% 6.5% 7.4% 
売上げに応じた弾力的な返済方法 56.0% 60.9% 50.6% 

















はい 14.0% 23.1% 23.5% 
技術開発案件の性格に応じて検討 47.4% 64.6% 58.8% 
いいえ 38.6% 12.3% 17.7% 











委託費を増加する 38.7% 47.8% 46.6% 
期間の延長 31.1% 26.1% 29.3% 
知的所有権の分配方法 30.2% 26.1% 24.1% 
合計 100.0% 100.0% 100.0% 
 
 






























































科学技術庁 科学技術政策研究所  第一研究グループ 
担当：近藤一徳（TEL03-3581-2531）、古賀款久（TEL03-3581-2396） 
〒100-0014 東京都千代田区永田町 1-11-39  FAX03-3503-3996 
  １．企業・経営者プロフィール 
  ２．創業 
  ３．財務状況 
  ４．経営 
  ５．技術 






(  1) 貴社の本社所在地について、該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01.北海道 11.埼玉県 21.岐阜県 31.鳥取県 41.佐賀県 
 02.青森県 12.千葉県 22.静岡県 32.島根県 42.長崎県 
 03.岩手県 13.東京都 23.愛知県 33.岡山県 43.熊本県 
 04.宮城県 14.神奈川県 24.三重県 34.広島県 44.大分県 
 05.秋田県 15.山梨県 25.滋賀県 35.山口県 45.宮城県 
 06.山形県 16.長野県 26.京都府 36.徳島県 46.鹿児島県 
 07.福島県 17.新潟県 27.大阪府 37.香川県 47.沖縄県 
 08.茨城県 18.富山県 28.兵庫県 38.愛媛県 48.日本国外 
 09.栃木県 19.石川県 29.奈良県 39.高知県  
 10.群馬県 20.福井県 30.和歌山県 40.福岡県  
 
(  2) 貴社の業種について、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01.食料品製造業  06.輸送用機械製造業  11.09, 10以外のサービス業 
 02.化学工業 07.精密機械製造業 12.建設業 
 03.医薬品製造業 08.01～07以外の製造業 13.卸売・小売業 
 04.機械器具製造業 09.ソフトウェア業 14.金融・保険業 
 05.電気機械製造業 10.情報処理・提供サービス業 15.01～14以外のその他 
 
(  3) 設立年月（西暦）をお答えください。   年 月 
 
(  4) 設立後に株式会社へ移行した場合、その年月（西暦）をお答えください。 
  年 月 
 
設立時および現在の資本金についてお答えください。 
(  5) 設立時 ：   百万円  




 設立時 現在 一年前 二年前 三年前 四年前 
会社役員（監査役を含む） ( 7) (10) (13) (16) (19) (22) 
従業員（パート・アルバイト
等の非常勤除く） 
( 8) (11) (14) (17) (20) (23) 
パート・アルバイト等の非常
勤従業員 
( 9) (12) (15) (18) (21) (24) 
  
事業所数（工場、営業所等を含む）をお答えください。（単位：ヶ所） 
 事業所 うち工場 
 (25)   (26) 
 3
( 27) 下図の企業成長段階において、貴社は現在どの段階にあると思われますか。該当する番号 1つに
○印を付けてください。 
 01 02. 03. 04. 05. 06. 
 設立以前 ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ ｱｰﾘｰｽﾃｰｼﾞ ﾐﾄ ﾙｽﾃｰｼﾞ ﾚｲﾀｰｽﾃｰｼﾞ 公開後 









































 ( 28) 設立時から現在までの貴社の事業活動に対する評価について、最も該当する番号 1つに○印を付
けてください。 
 成功         何とも言えない         失敗 
 設立時から現在までの事業活動の自己評価 １       ２       ３       ４       ５ 
 
設立時から現在までの貴社の事業活動を評価するにあたって、どのような項目を重要視しますか。以下
の設問 ( 29)～( 37)のぞれぞれについて、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
  重要視する    何とも言えない   重要視しない 
 ( 29) 売上高の増加 １       ２       ３       ４       ５ 
 ( 30) 利益の増加 １       ２       ３       ４       ５ 
 ( 31) 市場シェアの増大 １       ２       ３       ４       ５ 
 ( 32) 会社規模の拡大 １       ２       ３       ４       ５ 
 ( 33) 株価総額の市場価値の上昇 １       ２       ３       ４       ５ 
 ( 34) 顧客の認知度 １       ２       ３       ４       ５ 
 ( 35) 新製品・新サービスの開発 １       ２       ３       ４       ５ 
 ( 36) 研究成果・新技術開発 １       ２       ３       ４       ５ 






( 38) 性別をお答えください。  01. 男 ／ 02. 女 
 












( 40) 出身地について、該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01.北海道 11.埼玉県 21.岐阜県 31.鳥取県 41.佐賀県 
 02.青森県 12.千葉県 22.静岡県 32.島根県 42.長崎県 
 03.岩手県 13.東京都 23.愛知県 33.岡山県 43.熊本県 
 04.宮城県 14.神奈川県 24.三重県 34.広島県 44.大分県 
 05.秋田県 15.山梨県 25.滋賀県 35.山口県 45.宮城県 
 06.山形県 16.長野県 26.京都府 36.徳島県 46.鹿児島県 
 07.福島県 17.新潟県 27.大阪府 37.香川県 47.沖縄県 
 08.茨城県 18.富山県 28.兵庫県 38.愛媛県 48.日本国外 
 09.栃木県 19.石川県 29.奈良県 39.高知県  
 10.群馬県 20.福井県 30.和歌山県 40.福岡県  
 
( 41) 学歴について、該当する番号 1つに○印を付けてください。 
（外国の学校の場合、日本の学校に置き換えて選択してください。） 
 01.小学校卒業 05.短大（高専を含む）中退 09.大学院（修士課程）中退 
 02.中学校卒業 06.短大（高専を含む）卒業 10.大学院（修士課程）修了 
 03.高校中退 07.大学中退 11.大学院（博士課程）中退 
 04.高校卒業 08.大学卒業 12.大学院（博士課程）修了 
 
設問( 41)で０7～12を選択した方は、大学（学部）・大学院での専攻学科として最も該当する番号を 3 
つまで選択して回答欄に記入してください。 (42)専攻 1  (43)専攻 2  (44)専攻 3  
 01.語学 05.社会学 09.理学 13.医･歯学 
 02.人文・歴史学 06.教育学（文系） 10.工学 14.教育学（理系） 
 03.法律・政治学 07.芸術系 11.農学 15.その他理系 
 04.経済・経営・商学 08.その他文系 12.薬学  
 
( 45) 海外留学経験はありますか。該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01.ない 04.大学院修士（MBA以外） 07.語学学校 
 02.高校 05.大学院修士（MBA） 08.語学学校以外の専門学校 
 03.大学 06.大学院博士 09.その他 
 
貴社設立前に経験したことのある職種について、該当する番号すべてに○印を付けてください。 
 ( 46)研究・開発 ( 49)総務・人事 ( 52)宣伝・広報 ( 55)ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 
 ( 47)製造・技術 ( 50)経理・財務 ( 53)営業・販売  
 ( 48)経営企画 ( 51)企画・調査 ( 54)情報ｼｽﾃﾑ  
 
( 56) 貴社設立前に海外勤務経験はありますか。海外勤務経験のある方は、それは約何年になりますか。 
    01.ある（  年） ／ 99.ない 
 
( 57) 貴社を設立する直前の職業についてお尋ねします。その職種について、最も該当する番号 1つに
○印を付けてください。  
 01.研究・開発 04.総務・人事 07.宣伝・広報 10.ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 13.主婦 
 02.製造・技術 05.経理・財務 08.営業・販売 11.教職 14.無職 
 03.経営企画 06.企画・調査 09.情報ｼｽﾃﾑ 12.学生  
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( 58) 設問( 57)の 01～10を選択した方へ、それは民間企業ですか。民間企業でない場合 01を、民間企
業の場合 その企業の従業員規模について 02～06のうち該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01.民間企業でない 03.民間企業 10～99人 05.民間企業 300～999人 
 02.民間企業 10人未満 04.民間企業 100～299人 06.民間企業 1000人以上 
 
( 59) 設問( 57)で 01～10を選択した方へ、その業種は何ですか。最も該当する番号 1つに○印を付け
てください。 
 01.食料品製造業  06.輸送用機械製造業  11.09, 10以外のサービス業 
 02.化学工業 07.精密機械製造業 12.建設業 
 03.医薬品製造業 08.01～07以外の製造業 13.卸売・小売業 
 04.機械器具製造業 09.ソフトウェア業 14.金融・保険業 
 05.電気機械製造業 10.情報処理・提供サービス業 15.01～14以外のその他 
 
( 60) 設問( 57)で 01～10を選択した方へ、そのときの職責は何ですか。最も該当する番号 1つに○印
を付けてください。 
 01.社長・会長 02.01以外の会社役員 04.係長・主任 06.一般職 
 （個人事業主を含む） 03.部長・課長 05.専門職 07.その他  
 
( 61) 親御様のご職業についてお答えください。 
 01.民間企業従業員 02.民間企業会社役員 03.個人事業主 04.公務員 05.その他 
 
( 62) 御自身で特許を取得した経験がある場合、これまで取得した特許の件数をお答えください。 






( 63) 創業者ですか。  01. はい ／ 02. いいえ 
 
( 64) 設問( 63)で「01.はい」を選択した方へ、起業を志したのは貴社設立時の何年前ですか。 
    約  年前 
 
( 65) 設問( 63)で「01.はい」を選択した方へ、貴社設立の際に大きく影響を受けた先達の起業事例はあ
りましたか。 
   01. あった ／ 02. なかった 
 
( 66) 設問( 65)で「01.あった」を選択した方へ、影響を受けた先達の起業家とは個人的に付き合いを持
っていますか。最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01. 個人的な付き合いはまったくない 03. 設立後も付き合いを続けている 
 02. 設立前はあったが、現在はない  
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設問( 63)で「01.はい」を選択した方へ、起業の動機となった事柄は何でしたか。以下の設問( 67)～( 82)
のそれぞれについて、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 該当する     何とも言えない   該当しない 
 ( 67) 事業プロセス全てを自らの目の届く範囲で 
     行うため 
１      ２      ３      ４      ５ 
 ( 68) 自分の興味ある分野に専念するため １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 69) 誰も為し得なかったことを実現するため １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 70) 組織の制約から逃れるため １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 71) 生活に必要な収入を得るため １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 72) 自分の力を試す挑戦の対象として １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 73) 知人・取引先等まわりから進められて １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 74) より多くの収入を得るため １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 75) 成功時の名声 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 76) 自分で温めていたアイディア実現のため １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 77) 海外留学（MBA以外） １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 78) 海外留学（MBA） １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 79) 海外勤務経験 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 80) 解雇・リストラ １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 81) 先達の起業家に対する憧れ １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 82) ビジネスチャンスの発見 １      ２      ３      ４      ５ 
 
設問( 63)で「01.はい」を選択した方へ、貴社設立の際、最も大きな障害は何でしたか。以下の設問( 83)
～( 92)のそれぞれについて、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 該当する     何とも言えない   該当しない 
 ( 83) 親・家族の理解 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 84) 経営ノウハウの蓄積 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 85) 市場調査 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 86) 技術・アイディアの実現 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 87) 技術・アイディアの所有権・特許 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 88) 取引先の開拓 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 89) 資金調達 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 90) 企業設立時の最低資本金額の基準 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 91) 人材確保 １      ２      ３      ４      ５ 
 ( 92) 競合他社の存在 １      ２      ３      ４      ５ 
 
( 93) 設立時にビジネスプランは作成しましたか。最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01. 文書として作成し他人の評価を受けた 03.特に文書には書き留めていない 
 02. 考えの整理のため文書に書き留めた  
 
( 94) 創業に当たり、個人資産を担保にした借入れを行いましたか。 




資本金 ： 資本金以外の借入金  =  100 ： (95)   
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創業資金総額に占める借入先毎の借入金額の割合を概算でお答えください。（単位：％） 
 銀行から (96) 
 ベンチャーキャピタルから (97) 
 公的機関から (98) 
 その他 (99) 
 借入金の総額 100% 
 
(100) 創業資金に対する充足感について、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01.全く足りなかった 03.事業計画を縮小したが、 05.必要以上の資金があった 
 02.事業計画を縮小し、かつ    実現時期は計画通り行えた  






(101) 決算月は何月ですか。     月 
 









98年度 97年度 96年度 95年度 94年度 
98年度決算 
未終了企業 
97年度 96年度 95年度 94年度 93年度 
売上高 (104) (111) (118) (125) (132) 
営業利益 (105) (112) (119) (126) (133) 
経常利益 (106) (113) (120) (127) (134) 
減価償却費 (107) (114) (121) (128) (135) 
総資産 (108) (115) (122) (129) (136) 
固定負債 (109) (116) (123) (130) (137) 





98年度 97年度 96年度 95年度 94年度 
98年度決算 
未終了企業 
97年度 96年度 95年度 94年度 93年度 





  設立時 現在 
  株主分類 株主保有比率(％) 株主分類 株主保有比率(％) 
 1位 (144) (152) (160) (168) 
 2位 (145) (153) (161) (169) 
 3位 (146) (154) (162) (170) 
 4位 (147) (155) (163) (171) 
 5位 (148) (156) (164) (172) 
 6位 (149) (157) (165) (173) 
 7位 (150) (158) (166) (174) 
 8位 (151) (159) (167) (175) 
＜選択肢＞ 
 01.貴方（経営者）ご自身 06.民間銀行 11.06～10以外の民間企業 
 02.貴方（経営者）のご親族 07.証券会社 12.公的金融機関 
 03.01,02以外の貴社会社役員 08.ベンチャーキャピタル 13.金融機関以外の公的機関 
 04.01～03以外の個人投資家 09.06～08以外の民間金融機関 14.その他 
 05.貴社の社員持株会 10.貴方(経営者)あるいはその 





 銀行融資 (176) 
 ベンチャーキャピタル融資 (177) 
 公的融資 (178) 
 その他 (179) 
 合計 100% 
 
(180) 株式公開をしていますか。   01. はい ／ 02. いいえ 
 
(181) 設問(180)で「02.いいえ」を選択した方へ、 
株式公開を目指していますか。  01. はい ／ 02. いいえ 
 
(182) 設問(181)で「01.はい」を選択した方へ、 





 該当する     何とも言えない   該当しない 
 (183) 成長を目指して １      ２      ３      ４      ５ 
 (184) 知名度アップ １      ２      ３      ４      ５ 
 (185) 内部管理スキル向上 １      ２      ３      ４      ５ 
 (186) CI活動の一環として １      ２      ３      ４      ５ 
 (187) 資金調達（公開前に用途の計画あり） １      ２      ３      ４      ５ 
 (188) 資金調達（公開前に用途の計画なし） １      ２      ３      ４      ５ 
 (189) 信頼性の向上 １      ２      ３      ４      ５ 
 (190) 良質の人材を獲得するため １      ２      ３      ４      ５ 
 (191) 従業員の努力に報いるため １      ２      ３      ４      ５ 
 (192) 証券会社等に薦められたから １      ２      ３      ４      ５ 
 (193) 相続対策として １      ２      ３      ４      ５ 





(195) 管理会計上の決算の頻度について、最も近い番号 1つに○印をつけてください。 
 01. 月次 02.四半期 03.半年 04.年次 05. 管理会計上の決算は行わない 
 
(196) 設問(195)で 01～04を選択した方へ、管理会計上の定期決算について、決算日から決算結果を得
るまでどのくらいかかりますか。  約    日以内 
 
(197) 未公開株取引について、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 
 01.導入済み 02.導入予定 03.興味ある 04.興味ない 05.知らない 
 
(198) ストックオプション制度について、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 




 01.役員のみ 02.役員および一定ﾚﾍﾞﾙ 
   の従業員のみ 
03.役員および 
   全従業員 
04.役員・全従業員 
  ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ社員まで 
 
(200) ワラント債について、最も該当する番号 1つに○印を付けてください。 




 01.役員のみ 02.役員および一定ﾚﾍﾞﾙ 
   の従業員のみ 
03.役員および 
   全従業員 
04.役員・全従業員 
  ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ社員まで 
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設立直後に創業者が担当された業務内容について、該当する番号すべてに○印を付けてください。 
 (202) 最高経営責任 (204) 業務管理（人事･総務･会計等） (206) 製品開発・技術開発 
 (203) 財務管理 (205) 情報統括 (207) 営業・マーケティング 
 
現在、貴方が担当されている業務内容について、該当する番号すべてに○印を付けてください。 
 (208) 最高経営責任 (210) 業務管理（人事･総務･会計等） (212) 製品開発・技術開発 




(214) 財務管理責任者の現在の年齢：   歳 
 




 01. 銀行 03. 他の金融機関 05. 一般企業の経理・財務担当 




 01.（創業者の）家族・親戚 03.学校時代の友人等、仕事関 
   係以外の知り合い 
05.ヘッドハンティングによる 
   新規採用 




 優先度 1番目 (218) 優先度２番目 (219) 優先度３番目 (220) 
＜選択肢＞ 
 01.研究・開発 03.財務管理 05.マーケティング 07.経営戦略 




 一般消費者 (221) 
 法人 (222) 








 得られた     何とも言えない  得られなかった 
 (224) 法律関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (225) 特許関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (226) 技術関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (227) 市場調査関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (228) 人材調達関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 




 得られた     何とも言えない  得られなかった 
 (230) 法律関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (231) 特許関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (232) 技術関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (233) 市場調査関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 
 (234) 人材調達関連機能 １      ２      ３      ４      ５ 





















 当てはまる   何とも言えない   当てはまらない 
(239) 事業の中心となった技術は、同業他社の保有技 
      術に比べて新規性を有していた 
１      ２      ３      ４      ５ 
(240) 事業の中心となった技術は、他社による模倣が 
      難しいものであった 
１      ２      ３      ４      ５ 
(241) 事業の中心となった技術は、元来、製品化が難 
      しいものであった 
１      ２      ３      ４      ５ 
(242) 事業の中心となった技術を基にした製品あるい 
      はサービスが､まったく新たな市場を形成した 
１      ２      ３      ４      ５ 
(243) 事業の中心となった技術を基にした製品あるい 
      はサービスの販売の際には、かなりの困難が 
      あった 
１      ２      ３      ４      ５ 
(244) 事業の中心となった技術よりもそれに付帯する 
      ノウハウ等(販売方法・販路開拓等)の方が差別 
      化要因として重要度が大きい 
１      ２      ３      ４      ５ 
(245) 自社は(244)の差別化要因において優位に立っ 
      てビジネスを展開している 







98年度 97年度 96年度 95年度 94年度 
98年度決算 
未終了企業 
97年度 96年度 95年度 94年度 93年度 
研究開発投資 
（単位：百万円） 
(246) (248) (250) (252) (254) 
研究開発員 
（単位：人） 




  件数（単位：件） 総額（単位：百万円） 
 産学共同研究 (256) (258) 





98年度 97年度 96年度 95年度 94年度 
98年度決算 
未終了企業 
97年度 96年度 95年度 94年度 93年度 
申請特許数(単位：件) (260) (262) (264) (266) (268) 
市場に出た新製品･ 
新ｻｰﾋﾞｽ(単位：件) 








 当てはまる    何とも言えない  当てはまらない 
 国内特許について  
 (270) 特許取得・運用費用 １      ２      ３      ４      ５ 
 (271) 特許申請から取得までの時間の長さ １      ２      ３      ４      ５ 
 (272) 特許申請・運用の知識をもった人材確保 １      ２      ３      ４      ５ 
 (273) 訴訟・裁判費用 １      ２      ３      ４      ５ 
 (274) 裁判の結果が出るまでの時間の長さ １      ２      ３      ４      ５ 
 (275) 特許訴訟の法的知識をもった人材確保 １      ２      ３      ４      ５ 
 国際特許について １      ２      ３      ４      ５ 
 (276) 特許取得・運用費用 １      ２      ３      ４      ５ 
 (277) 特許申請から取得までの時間の長さ １      ２      ３      ４      ５ 
 (278) 特許申請・運用の知識をもった人材確保 １      ２      ３      ４      ５ 
 (279) 訴訟・裁判費用 １      ２      ３      ４      ５ 
 (280) 裁判の結果が出るまでの時間の長さ １      ２      ３      ４      ５ 






 当てはまる    何とも言えない  当てはまらない 
 (282) 産業界の研究者との人的ネットワークをも 
      っている 
１      ２      ３      ４      ５ 
 (283) 大学・国立研究所の研究者との人的ネット 
      ワークをもっている 
１      ２      ３      ４      ５ 
 (284) 競争基盤のコア技術を確立する上で、同業 
      他社との協力関係を利用している（利用す 
      る意志がある） 
１      ２      ３      ４      ５ 
 (285) 競争基盤のコア技術を確立する上で、 
      大学・国立研究所との協力関係を利用して 
      いる（利用する意志がある） 






 当てはまる    何とも言えない  当てはまらない 
 (286) 研究開発活動を通じて、産業界の技術動向 
      に影響を与えている 
１      ２      ３      ４      ５ 
 (287) 研究開発活動を通じて、大学・国立研究所 
      の研究テーマ等に影響を与えている 











(288) 98年度 (289) 97年度 (290) 96年度 (291) 95年度 (292) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 






(293) 98年度 (294) 97年度 (295) 96年度 (296) 95年度 (297) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 






(298) 98年度 (299) 97年度 (300) 96年度 (301) 95年度 (302) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 







(303) 98年度 (304) 97年度 (305) 96年度 (306) 95年度 (307) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 






(308) 98年度 (309) 97年度 (310) 96年度 (311) 95年度 (312) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 






(313) 98年度 (314) 97年度 (315) 96年度   
 98年度決算 
未終了企業 









(316) 98年度 (317) 97年度 (318) 96年度 (319) 95年度 (320) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 






(321) 98年度 (322) 97年度 (323) 96年度 (324) 95年度 (325) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 







(326) 98年度 (327) 97年度 (328) 96年度 (329) 95年度 (330) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 













(331) 98年度 (332) 97年度 (333) 96年度 (334) 95年度 (335) 94年度 
 98年度決算 
未終了企業 







(336) 98年度 (337) 97年度    
 98年度決算 
未終了企業 
(336) 97年度     
 16
(338) 今後、委託開発事業の利用をお考えですか。最も該当する番号1つに○印を付けてください。 




 01.開発費の返済に当たり無担保とする 02.実施料率を軽減する 
 03.売り上げに応じた弾力的な返済方法とする  
 04.その他  
   








 01.委託費を増加する 02.期間の延長 03.知的所有権の分配方法 
 04.その他  
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